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貸  借  対  照  表
2024年3月31日現在

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 7,308,801 流動負債 1,072,952
現金及び預金 1,671,415 買掛金 708,632
受取手形 3,886 未払費用 269,874
売掛金 1,389,361 未払金 257
商品 262 未払消費税等 39,092
製品 84,720 未払法人税等 33,988
貯蔵品 22,749 リース債務 710
原材料 17,980 預り金 14,700
前払費用 29,650 役員賞与引当金 5,000
預け金 3,992,821 その他 697
短期貸付金 13,488
未収入金 76,375
立替金 4,073
その他 2,016 固定負債 508,493

長期預り金 8,500
固定資産 1,235,288 リース債務 1,683

有形固定資産 694,888 資産除去債務 40,606
建物 50,660 退職給付引当金 451,934
構築物 24,507 役員退職慰労引当金 5,769
機械装置 383,469
工具器具備品 4,674 負債合計 1,581,446
土地 229,536
リース資産 2,040 （純資産の部）

株主資本 6,962,642
無形固定資産 8,158

ソフトウェア 8,158 資本金 90,000

投資その他の資産 532,241
投資有価証券 2,000 利益剰余金 6,872,642
関係会社株式 12,627 利益準備金 22,500
長期貸付金 31,954 その他利益剰余金 6,850,142
長期前払費用 13,812 別途積立金 4,930,000
差入保証金 23,600 繰越利益剰余金 1,920,142
繰延税金資産 447,906
その他の投資 340

純資産合計 6,962,642
資産合計 8,544,089 負債及び純資産合計 8,544,089

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。



1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 関係会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの

期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）による。

① 製品 先入先出法

② 商品 個別法

③ 貯蔵品 移動平均法

④ 原材料 移動平均法

（3）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び

2016年4月1日以降に取得した建物附属設備、構築物については、

定額法による。

② 無形固定資産 定額法

（リース資産を除く）

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

（4）引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上している。

② 役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えるため、期末における支給見込額を計上している。

③ 退職給付引当金 従業員等の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

から中小企業退職金共済支給額を控除した額を計上している。

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上している。

（5）収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通り。

① 製品製造および販売

② 買入商品の販売

③　その他の事業

製品販売に係る収益は、主に弊社の見附ガス化学工場での製品製造等による
販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負う。当
該履行義務は、製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支
配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識している。

商品販売に係る収益は、ガス（LPG、LNG）、重油、工業薬品他の卸売又は小
口販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負う。
当該履行義務は、商品引き渡す一時点において、顧客が当該商品に対する支
配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識している。

　その他の事業として、請負（生産受託業務等）、不動産管理業務、保険代理
店事業を行っている。
　請負に係る収益は、主に石油・天然ガスの採取および加工等の操業受託であ
り、顧客との契約に基づいてサービスを提供する。当該契約は、一定の期間にわ
たり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足に応じて収益を認識して
いる。
　不動産管理業務に係る収益は、主に顧客所有の不動産の管理等の保守で
あり、顧客との契約に基づいて保守サービスを提供する履行義務を負っている。
当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の
充足に応じて収益を認識している。
　保険代理店事業においては、保険会社との委託契約に基づき、保険契約の
締結及び付帯業務を行っている。保険契約が有効となった時点で履行義務が
充足され、その時点で代理店委託契約を基に保険代理店手数料を収益として
認識している。

全ての事業に共通して履行業務の識別に当たっては、本人か代理人かの検討を行っており、自らの約束の性質
が、特定された財又はサービスを自ら提供する履行業務である場合には、本人として収益を対価の総額で損益
計算書に表示しており、それらの財又はサービスが他の当事者によって提供されるように手配する履行義務であ
る場合には、代理人として収益を手数料又は報酬の額若しくは対価の純額で損益計算書に表示している。


